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にし、教育現場の活性化を阻害するものに

なっています。制度の趣旨としては、「小中

学校の運営は市町村が担うが、必

要な経費は国家と都道府県で

折半して負担するもの」と説

明されてきましたが、では、

国が義務教育の費用の

50％を負担しているかとい

うと、実は28.8％※1に過ぎま

せん。昭和60年代以降、国

庫負担金の対象が次第に縮

小されてきたためです。旅費や

教材費、恩給費などの諸経費

が除外され、さらにこ

の1～2年、退職手

当、共済長期負

担金、児童手当

義務教育費国庫負担金を
めぐって

―― いわゆる三位一体の改革で、小泉首

相は削減すべき補助金について地方に意

見を求め、それを受けて地方6団体がまとめ

たリストに義務教育費国庫負担金が載りま

した。現在、中央教育審議会義務教育特

別部会でその廃止の是非が論じられてお

り、石井知事は地方6団体の推薦を受け、

地方代表のお立場で議論に参加されてい

ます。本日は、その国庫負担制度を中心

に、地方から見た義務教育の問題点につ

いてお聞きしてまいりたいと思います。

石井 まず、現在の教育行政は、地方自治

のシステムからいわば聖域化された独立の

世界が形成され、その枠組みの中で文部

科学省を頂点とする上意下達のシステムが

温存されています。そして国庫補助負担金

制度は、それを財政面から裏付けるものと

して地方における教育行政の責任を曖昧

地方分権改革の焦点としての
義務教育制度改革
石井正弘氏

小泉内閣が掲げる三位一体の改革で示された3兆円の税源移譲の議論で、義務教育費国庫負担金が焦点となっている。
中央教育審議会義務教育特別部会において、全国知事会代表として委員を務める岡山県知事・石井正弘氏に、
議論の経過や地方の求める改革の内容などについてうかがった。

岡山県知事／中央教育審議会義務教育特別部会委員

などの義務的経費まで対象から外され、そ

れらは地方税と地方交付税で対応するよう

になって、今や対象として

残ったのは教職員の

給与費本体だけ

です（右頁・資料

1参照）。

―― そもそも

漸次縮小の流れ

にあるということ

ですね。

全国知事会ホームページ http://www.nga.gr.jp/
中央教育審議会義務教育特別部会　http://www.mext.go.jp/b_menu/shingi/chukyo/chukyo6/
岡山県教育庁ホームページ http://www.pref.okayama.jp/kyoiku/kyoiku.htm

国家は人なり、地域も人なり
これからの激しい地域間競争の中、各地方は独自性を発揮し、創意工夫しながら地域づくり、まちづくりを進めなければならない。
21世紀の国の方向として、地域ごとに個性豊かな多様な人材を育んでいくのか、全国一律の教育でいくのか、それが今、問われている。
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すし、今回、異論については改革案には付

記意見として付けていますが、いったん団

体としての意思を固めたからには、それに

沿った姿勢を維持していただきたいと思い

ます。それぞれに個人のお考えがあるの

で、ある程度やむを得ない面はあるかもし

れませんが。

国、都道府県、市町村の役割

―― 都道府県と市町村の役割分担につ

いては、どのように意見をまとめられたので

しょうか。

石井 現在、都道府県が教員の人事権を

持ち、政令都市にだけ人事権を移譲してい

るわけですが、さらに都道府県から市町村

へ権限を移譲していく、という基本線は地

方6団体で確認しています。私も、保護者や

子どもたちと日頃から直接顔を合わせてい

る教育現場の判断が最大限尊重されて然

るべきであり、都道府県教育委員会から市

町村教育委員会に事務権限を移譲してい

き、さらに現場の責任者たる校長の裁量を

増していくべきだと思いますが、二つの課

題を指摘しなければなりません。一つは、権

限の移譲に伴う人件費の扱いです。私は

権限と財源は基本的にセットであるべきも

のと考えますが、現状として直ちに現在の

市町村が教職員人件費のすべてを担うこ

とができるかどうかについては、地方税財

政制度を見直すとともに市町村合併の進展

などを踏まえた検討が必要だと思います。

もう一つは、権限を市町村に移した場合、

小規模町村では教員の確保が難しくなる

のではないかということです。広域の異動

がなくなれば、どうしても都市部を中心に教

員が偏在しないかという懸念があります。こ

れについては広域組織をつくる、といった意

見も出ていますが、教員の質の維持・向上

という観点から広域的な採用、異動が可能

となるようなシステムを考えていく必要があ

ります。それらを考え合わせると、当面、都

道府県の果たすべき役割は、教職員の効

果的な配置を通じて各県下の教育水準の

維持・向上を図り、各県独自の義務教育に

おけるローカル・オプティマム※3の達成に努

めながら、県教育委員会の権限を市町村教

育委員会に移すなど、可能な限り現場主義

を徹底していくことであると言えるでしょう。

―― 国と地方の役割分担はどうあるべき

でしょうか。

石井 日本の教育は多くの課題を抱えて

いるのですから、中央の官僚はそこに専心

できる体制をつくることの方が、補助金行政

に多大な労力を割くよりよほど有益でしょ

う。国は、義務教育標準法で適切な学級規

模を示す。あるいは、学習指導要領で最低

限の学習内容を示すなど、義務教育の内

容・水準を定める。地方はそれらを守りつ

石井 そのような流れからしても、さらに大

きな地方分権という潮流からしても、一般財

源化すべきではないか。そのような改革案

を、全国知事会（以下、知事会）を含む地方

6団体でお示ししたわけです。具体的には、

来年度が最終の第1期改革では、中学校教

職員の給与費にかかる負担金0.8兆円程度

を移譲対象として、その後、第2期改革（平

成19～21年度）に残る小学校分を含めた

義務教育費国庫負担金の全額を廃止して

税源移譲の対象としていただきたい、という

内容で、総理からの要請に応えた改革案と

いうことでお返ししました。

―― これだけ大きな改革となりますと、地

方団体の中にも多様な意見があったかと思

いますが、いかにして意見を集約されたの

でしょうか。

石井 私は全国知事会の地方制度調査

委員会※2委員長として、当時の梶原拓会長

と連携しながら改革案の取りまとめに当た

りましたが、昨年夏、新潟における知事会

議は大議論となりました。大勢としては、教

育の地方分権改革を推し進めていくという

観点から「国庫負担制度を廃止すべき」と

いうことでしたが、何人かの知事が教育論

的な立場から、また財政論として、つまり「義

務教育費国庫負担金のような義務的経費

を移譲されても地方の自由度は高まらない

ではないか」という考えから現行制度を堅

持すべきとの反対意見を出されました。従

来の知事会は、異論があってもそれを包み

込むかたちで意見集約していましたが、そ

の際は知事会始まって以来の裁決となり、

事前に行ったアンケートでは、47人の知事

のうち8名が現行制度維持、その他の意見

が2名、他の37名は一致して廃止を求める、

ということでしたが（資料2参照）、最終的に

は挙手による採決の結果、改革案を提出す

ることについて40対7という賛成多数で決

着しました。テレビカメラが入り、記者がいる

中、議論は終始公開で行いましたが、「開か

れた知事会」、「闘う知事会」ということでは

良かったと思います。民主主義ですから、

異論が出て議論が活性化するのは当然で

全国知事会議（新潟会議）における
各知事の考え方

資料2

出所：全国知事会ホームページ「義務教育費国庫負担金に関する考
え方」（平成17年5月25日）
http://www.nga.gr.jp/upload/pdf/2005_5_x10.PDF

義務教育関係経費に占める
国庫負担金の割合

資料1

出所：全国知事会ホームページ「義務教育費国庫負担金に関する考
え方」（平成17年5月25日）
http://www.nga.gr.jp/upload/pdf/2005_5_x10.PDF

※1 義務教育関係経費（経常経費のみで、投資的経費は含まない）のうち、義務教育費国庫負担金の占める割合。
※2 平成17年度の組織改革により、現在は総務常任委員会（委員長は石井正弘岡山県知事）に改編されている。
※3 ローカル・オプティマム［Local Optimum］：政策の推進につき、それぞれの地域（地方自治体）が選択する地域

ごとの最適な状態のこと。地方分権改革推進会議の「事務・事業の在り方に関する中間報告」（平成14年6月
17日）では、「追求すべき行政上の目標は、国が設定するナショナル・ミニマムの達成から、地域住民のニーズに
応えて、地域が選択する、地域ごとの最適状態を意味するローカル・オプティマムの実現へと転換すべき」として
いる。

義務教育関係経費 国庫負担金 割合

8.7兆円 3.0兆円 34.5％

①義務教育は、引き続き自治事務とすべき 43団体

その他 4団体

②義務教育に関し、地方自治体の裁量範囲を拡大すべき 45団体

現状のまま 1団体

その他 1団体

③義務教育に関する財源確保は、
総額裁量制による負担金制度を維持する 8団体

財源移譲（一般財源化）により行う 37団体

その他 2団体

文部科学省は、地方自治体が義務教育に要する経常経費のうち、人

件費の一部を負担しているのみ。しかも、その割合は、年々低下。現実

には、義務教育に要する経費の7割以上は、地方税や地方交付税等の

地方自治体の一般財源で賄われている。

○平成14年度

義務教育関連経費8.7兆円の内訳

運営費（旅費、教材費、図書費、光熱水費等） 1.2兆円

人件費 7.5兆円

※義務教育関係経費は、データの存在する平成14年度決算額と同

額で平成15年度・16年度も推移するとして試算

※義務教育関係経費は経常経費のみ（投資的経費は含まず）、都

道府県分・市町村分の純計

義務教育関係経費 国庫負担金 割合

8.7兆円 2.7兆円 31.0％

○平成15年度
※共済長期負担金分一般財源化（2,344億円）

義務教育関係経費 国庫負担金 割合

8.7兆円 2.5兆円 28.8％

○平成16年度
※退職手当・児童手当分一般財源化（2,309億円）

国民・社会が望む義務教育の�
規制改革が前進！�

～次は、自治体・校長のやる気ひとつだ！！～�
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つ、そこにプラスして、独自の創意工夫を加

え、地域のニーズに適合した自主的・自立

的な教育を実施していく。その枠組みがあ

る限り、国の側は、国庫補助負担金を廃止

したところで心配ないはずです。万が一国

が定めた基準などを守らない自治体が現

れれば、現行の法令でも指導、監督、助言、

財政的措置などさまざまな方法で対処する

ことができます。

―― 中央教育審議会では、財政論から

の懸念が出ているようです。

石井 地方は財政的に厳しい。本当に国

から地方に税源移譲されたお金を教育費

に充当することができるのか。他の公共事

業に回すのではないか。そのようなご心配

があるようです。簡単に言えば、地方に対す

る不信感だと言えましょう。これには断固反

論したい。私は地方行政に9年間関わって

きました。その立場から言わせていただけ

ば、教育費を削減して他の使途に回すよう

な首長はただの一人もおりません。地方は

むしろ国が定めた標準や基準以上に独自

に財源を乗せ、手厚くし、教育をより良くし

ていこうとしているのが現実です（資料3参

照）。中央にある慎重論は、そのような地方

の実情を全く理解せず、信用しないもので

はないか、そう反論させていただきたい。

さらに言えば、私たち地方の側は全体で

9兆円分の補助金を廃止し、8兆円の税源

移譲で良い、としていますが、これは国、地

方を通じた財政再建に寄与するものです。

義務教育の費用にしても、補助金算定・交

付に関わる実績報告や検査など、一連の業

務は国にとっても地方にとっても多大な事

務負担で、膨大な時間、経費、労力を費や

しています。教職員の給与事務を地方に

委ねることは、行財政改革にも大いに貢献

するものです。

岡山県の取り組み

―― 次に、県知事としての取り組みにつ

いてうかがいたいと思います。昨年、3選目

の知事選挙のローカル・マニフェストにおい

て「きめこまやかで、特色ある学校教育の推

進」ということを示されました。

石井 その内容の一つは、35人学級編制

の実現です。岡山県では既に中学校全学

年と小学校の第6学年で実施しています。

本来、小中学校のすべての学年を少人数

にすることが望ましいのですが、それには膨

大な人件費がかかりますので、まず中学1年

生から始めました。中学校に入学すると、二

つ、三つの小学校の生徒が一緒になった

り、教科担任制になったりするなど環境が

大きく変化するため、子どもたちは戸惑い、

壁にぶつかる。それにより、いじめや不登校

の問題が急増するという傾向が数値的に

現れています。最も問題が生じやすい学年

ということで、ここから少人数学級制を取り

入れ、次に中学の全学年に及ぼし、さらに

問題の兆候が現れる小学校6年生、という

ように順次進めてきました。

―― 費用対効果を念頭に置かれている

ということですね。

石井 また小学校1年生のための「小1グッ

ドスタート支援事業」があります。規範意識

が未成熟な児童の行動、教室から出て行っ

てしまったり、落ち着いて授業を受けられな

かったりする子どもの行動によって授業が

成り立たないという悩みが本県でも寄せら

れています。岡山県ではここでも費用対効

果を考え、教育支援員という仕組みを設け

ました。地域で教育に熱意をもたれる方に

非常勤職員となってもらい、騒ぐ子どもをな

だめたり、勉強が遅れている子どもを指導

して、担任が安心して授業を進められるよ

うにする。つまり、義務教育を円滑にスター

トできるよう地域の方々に基本的な生活習

慣の確立や基礎学力の向上に協力してい

ただく、まさに地域と学校が一緒になって義

務教育を支えていく仕組みだと言えます。

また、複式学級のうち変則的な学級編制

の解消という取り組みもあります。へき地の

小規模校は生徒数が少ないため、複式学

級を編制しますが、どうしても子どもの多い

年、少ない年があるため、編制が変則にな

りがちです。そうなると、学習指導内容の構

成から指導が難しい面があり、授業が円滑

に進められない、という声が現場から寄せ

られていました。そこで県単独の費用負担

で教員を配置して変則的な複式学級の解

消に向け、現在、順調に事業を進めていま

す。

加えて、20人程度の少人数での学習指導

という取り組みがありますが、これは特に学

力差のつきやすい算数・数学、国語、英語な

どの科目ではクラスの中をさらに20人程度

の少人数に分けて、よりきめ細かく教えると

いうものです。いずれもより少ない経費で諸

問題をいかに効率的に解決するかというこ

とを常に考えて取り組んでいるものです。

―― そのような地方独自の創意工夫を大

切にするべきであるということですね。

石井 今や全国的な標準となりつつある少

人数学級にしても、かつて制度として認め

ることに慎重な国に対して、地方が自らの

財源をもって積極的に取り組んできたもの

です。地方の発案、提案を受け止めるかた

ちで、文部科学省が制度を見直すなど国が

後から動いてきた。教育は地方が動かして

きたという自負があります。その自負があ

教育に対して重点をおいた地方の取り組み資料3

出所：全国知事会ホームページ「義務教育費国庫負担金に関する考え方」（平成17年5月25日）
http://www.nga.gr.jp/upload/pdf/2005_5_x10.PDF

○47都道府県のうち、ほとんどが教育費に一番支出している。

※平成15年度普通会計決算（目的別構成比）

・39道府県が教育費の支出が一番

・全国の構成比で見ても、教育費23.8、土木費16.9、公債費13.7、民生費8.1…で、教育費が一番

義務教育費の一般財源化が始まった昭和60年以降にあっても全国ベースでの教育費と土木費との比率が逆転したことは一度もない。

○義務教育における教員定員数の状況

国の標準　　　　 実際の取組

教職員数 標準法定数 66万人→ 実際の教職員数 72万人　 ※全都道府県で、国の標準を超えて単独で教職員を配置

学級編成 1学級あたり 40人 → 小学校 26.4人、中学校 31.0人　※少人数学級への積極的な取組等
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るからこそ今回、財政的制約を取り払い、地

方ごとに存分に工夫できるようにしていただ

きたいとお願いしているのです。

―― 昨年、国庫負担制度が総額裁量制

になりましたが、これでは不十分でしょうか。

石井 岡山県は、総額裁量制を活用した

上で、さらに独自の一般財源を上乗せし、

手厚くして、独自の取り組みを進めていま

す。他の都道府県もそれぞれ教育に情熱

を持ち、今や日本中が「教育の善政競争」

の様相を呈してきています。その現実から

見ても、小手先の見直しではなく、思い切っ

た改革が望まれます。義務教育費国庫負

担金が一般財源化されたところで教育水

準が下がる心配は何らありません。むしろ

よい方向の競争が促進されます。もちろん

財源の偏在がありますから、地方交付税で

適切に財源保障をするのは当然ですが、

一般財源化されれば、自治事務である義務

教育に関する自治体の責任が明確になり、

総合的かつ主体的な教育行政を展開する

ことができます。また、自分たちが納めた地

方税によって教育が行われるようになれば、

地域住民は納税者の意識から教育への関

心を高めるでしょうし、学校はその期待に応

えようとするでしょう。議会も国庫支出金で

はなく自分たちの税収で教育を行うとなれ

ば、議論がより活発化するはずです。それに

より地方が期待する人材育成が可能となる。

ひいては日本の将来を担い、国家を引っ

張って行く人材を地方から供給することが

できる。そのような思いが強くあります。

試金石としての
三位一体の改革

―― いみじくも小泉首相がかつて引用し

た「米百俵」の逸話のように、日本には教育

を大切にしてきた地方の伝統がありますね。

石井 江戸時代には、地域ごとに開設され

た寺子屋で教育が行われ、教育熱心な家

庭がそこに子どもを送り込んでいた。また各

藩は人材育成を藩政の大切な柱と位置付

け、全国に200数十もの藩校があった。その

ような土壌から明治維新という大改革を成

し遂げる俊英が輩出されたのです。明治

維新、戦後の改革という二大改革を経て日

本はここまでやってきて、今や第3の改革と

も言える分権改革の時代を迎えています。

教育の分権改革も何としても成し遂げなけ

ればなりません。戦後60年、欧米に追いつ

き、追い越せで邁進してきたとき、これまで

の義務教育制度が一定の成果を上げてき

たのは事実ですが、これだけ諸外国とのつ

ながりが深まる中、国際的にも活躍できる人

材の育成が求められています。お隣りの中

国を見ても、数学、物理、芸術、スポーツなど

一芸に秀でた人材が世界へ羽ばたいてい

る。国際競争が激化する中、わが国だけは

これまで通り画一的な教育で均質な人材を

育成していればよいのか。国際比較で日本

の相対的な学力低下が指摘される中、国家

レベルでは、そのような危機感を持たざるを

得ません。また、地方に目をやれば、これか

らの激しい地域間競争の中、各地方は独

自性を発揮し、創意工夫しながら地域づく

り、まちづくりを進めなければならない。「国

家は人なり」と言いますが、「地域も人なり」

ということを痛感します。21世紀の国の方

向として、地域ごとに個性豊かな多様な人

材を育んでいくのか、全国一律の教育でい

くのか、それが今、問われている。そのよう

な思いを日々強くしています。

―― 国庫負担制度の帰趨は、その試金

石だということでしょうか。

石井 そもそも昨年11月の三位一体の改

革についての政府・与党合意※4で「費用負

担についての地方案を活かす方策を検討」

すると明記されたのを受け、今、中教審で議

論がなされているわけです。政府・与党合

意では、3兆円の税源移譲のうち、まだ6,000

億円の内容が決まっていません。一方で2

兆4,000億円のリストの中には暫定ではあり

ますが、義務教育費国庫負担金8,500億円

が既に入っているのですから、今さらこれを

除外するとなれば大幅な後退です。中教審

では、今後意見集約をして10月末には最終

的な答申を出さなければなりませんが、最終

的には国と地方の協議の場※5での決着、と

りわけ総理のご決断にかかってきます。「国

から地方へ」という合い言葉が「聖域」とさ

れてきた教育分野で実行できるか。重い政

治決断ですが、今回の衆議院選挙におけ

る国民の圧倒的支持は、小泉内閣が推進

してきた構造改革に対する強い支持表明

だと考えています。これまで「地方案を真摯

に受け止める」と繰り返し述べてこられた

総理は、必ずや決断していただけるものと

確信しています。義務教育の改革は、国と

地方の関係という政治力学を大きく転換す

る契機となるものであり、この改革の流れを

止めてはなりません。また、今年度末にも総

理の諮問機関である地方制度調査会が道

州制について方向性を示す予定です。国

と地方の役割分担を抜本的に見直し、内

政は基本的に地方に任せる。その受け皿

として、都道府県がまとまり、道州をつくろ

う。今やそれほどの議論がなされる大変革

期にあります。その渦中にあって、私も改革

の志を堅持し、分権の意義を主張し、義務

教育についても地方が願うようなかたちで

中教審の答申がまとめられるよう、強く主張

してまいります。
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